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日本人の食生活 と日本の社会

吉 田 睦 子

は じ め に

人間は社会的動物であると言われる。それは、人間は各個人で孤立 して暮 らしているのではな

く、集団を形成 し、互いに何 らかの関係を持ち暮 らしていることを意味する。そ して、その人間

の集団、そこに集まった人々の関連性の総体が社会である。そのように社会を形成 し、社会の中

で生 きて行 く人間は、その生活のすべての面 において何 らかの形で社会の制約や影響 を受けて暮

らしている。人間生活の中でも最 も根本的な営みである食べること、すなわち食生活 もまたその

人が属 している社会の制約 を受けている。

社会のあり様が変わればその社会で暮 らす人々の食生活 も変 わる。 とはいえ、各個人には各個

人の意志によって選択できることも多 くあ り、すべてが社会のあり様によって規定 されているわ

けでは無いが、それでも例 えば、遠洋漁業によって得 られたイン ド洋の魚やアメリカやオース ト

ラリア産の牛肉などは冷凍技術や国際間の物流の発達がその前提 として存在 してはじめて我 々の

食卓にのぼる食物であ り、一定の社会的な背景を前提に存在する食物であると言える。 またその

一方で昔の日本の人々が食べていたような、自宅の近辺の田畑や川や海岸で採れる四季折 々の穀

類や野菜や魚介類を各家庭において伝統的な料理法で料理 して食べ る食生活は、明治以降、特に

第二次大戦後の 日本社会の急速な近代化によって姿を消 して しまいつつある。

社会のあ り様によってその社会で暮らす人々の食生活が規定 されることはやむを得ないことで

ある。しか し、その社会のあり様 はその社会で暮 らす人々自身によって形成 されているのである。

社会がそこで暮 らす人々の暮 らしや食生活を規定するばか りではなく、そこで暮 らす人々の暮ら

しや食生活がより良 くなるような社会を築いてゆくこともまた、その社会に暮 らす人々のなすべ

きことであろう。今の社会のあ り様を前提 として、暮らしや食生活 を考えるとい う受動的なアプ

ローチは公衆栄養学等の分野において多 く見受けられるが、その逆の、本来あるべ き望ましい人

間の暮らしや食生活を人々が思い描 き、それを実現で きるような社会を作ってゆこうとする能動

的なアプローチこそが本当はより重要なのではないだろうか。

当論文においては上記のような視点か ら現在の日本の社会、日本人の暮 らし、そ して食生活に

ついて問題点を抽出 し、考察 し、より良い社会のあり方、人々の暮 らし、食生活の実現に向けて

の一つの試論 を提示 したい。
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1:今 の日本人の暮 らしと食生活

明治以降の日本の近代化によって日本の社会、日本人の暮 らしと食生活は大 きく変わ り、その

変化は止まることな く今 も続いている。伝統的な農山漁村での暮 らしを営 む人々が減少 し、その

かわ りに都会や工業地帯及びその近郊のベ ッドタウンに住み、父親が工場や各種の事業所等 で働

き、それによって得 られる給与所得によって家計がまかなわれ、専業主婦が家事 ・子育てを担 う

家庭が一時期 日本人の暮 らしのあ り方の典型 と考えられた時期があった。 しか し、1990年 代以降

の不景気によるリス トラや終身雇用制の崩壊、就業する女性の増加 などにより、今ではそのよう

な典型的な家庭の割合 は減少 し、日本人の暮 らしのあり方 について単一の典型を想定すること自

体が無意味 となるほど人々の暮 らしや家庭のあ り方は多様化 している。

食生活もまた同様に、かつての農山漁村で普通に見 られた自分達の食べ るものはで きるだけ自

分達でまかなう自給 自足中心の食生活は急速に姿を消 してゆき、給与所得等で得 られた現金で米、

野菜、果物、魚、肉、乳製品などを購入 し、家庭で調理 して食べるス タイルが主流とな り、さら

に外食、調理済食品、加工食品なども普及 し、そのあり様 は非常に多様化 してきている。

ここで留意 しておくべ き重要な点は、今の日本人の食生活においては、人々が口にする食物は

そのほとん どがお金で売買 される商品であるということである。商品であるということは、それ

を販売する側か ら見れば、その販売によって利益 を得ることを目的とする品物であ り、低 コス ト

で効率良 く大量に生産 ・供給することが望 ましいとされる。そのためアメリカやオース トラリア

等の大規模な農場で生産された小麦や牛肉、インド洋などの遠洋で獲 られ、あるいは東南 アジア

や中国などで養殖 され、冷凍 されて運ばれて来た魚等、遠方の大産地で大量生産 され消費地へ と

運ばれて くるものがその多 くを占めている。そのような商品 としての食物 について、消費者は自

分の食べる食物でありながらその素性を知 らず に、生産や流通の過程で農薬や抗生物質や防腐剤

などの、中には発癌性の疑いが指摘 されているような薬物が使用 されている場合があった として

も気付かずに食べてしまっているような危険性 も孕んでいる。また、商品としての食物が必要十

分に入手できるのは政治 ・経済や物流システムが正常に機能 してお り、かつ、天候不順 などによ

る悪影響が少ない場合のみであ り、そのような条件が崩れた時には第二次大戦末期か ら戦後間も

なくの頃の日本の都市部のように、あるいは1993年 の日本の米の凶作によって米の国際取引価格

が暴騰 し、アフリカ等の貧 しい国々で主食用穀類の不足が深刻化 したように、必要な食物が手 に

入らなくなって しまうという供給の不安 もつきまとっている。食物 という、人間生活 にとって必

要不可欠なものが商品として供給 されているとい う現状は、安全性や供給の安定性について常 に

不安があり、また、食物について考 える場合 においても、広 く政治 ・経済や物流システム、世界

的な気候や自然環境の変動 などについても留意 しておかなければならないということを意味す る。

今の日本人の食生活は人々の暮 らしの多様化 に照応 して非常に多様化 してはいるが、その本質的
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な部分 において、すべ か ら く商 品化 されてい るとい う点 には十分 に留意 して お く必要 があ る。

(注)「食」の商品化の問題については拙稿 「日本の近代化と食生活」(生 活科学論叢第三十四号収録)に おいて

詳 しく論 じた。

2問 題 点

先に商品化された食物の安全性 と供給の安定性の問題を指摘 したが、その他にも安全性の問題

と関連 して、商品化 された食物は生産されてから消費されるまでに流通のプロセスを経ているた

め、消費者はその安全性や品質について自分自身で確認することがで きず、それらについて法律

等で義務付けられた表示や任意 に記載 される表示を信頼する以外に手段が無い。 しか しながらそ

れらの表示についても不正確 な表示、理解 しづ らい表示、あるいは重要な事実が表示 されていな

い、悪質なものでは虚偽の表示がなされている場合などがあり、信頼性 とい う点においても重大

な問題を孕んでいる。

また、他の問題点 として、商品は営利を目的として生産 ・供給される ものであるという本質か

ら、たとえ人間の身体にとって有害な ものであっても消費者がそれを好んで購入 し、生産者や流

通業者が販売することによって利益 を得 られるものであれば生産 ・供給されて しまうという点も

見逃せない。今の 日本人の食生活 において塩分、糖分、脂肪分の摂 り過 ぎが指摘 されることが多

いが、中で も糖分、脂肪分は昔の伝統的な日本人の食生活ではそれほ ど多量 に摂取することはな

かったものである。食物が商品化され、消費者が好んで購入するものを生産者が大量に生産する

というシステムにおいて、糖分を多 く含む清涼飲料水や菓子類、大量に油 を使った揚げ物やスナ

ック菓子などが普及 し、肥満や生活習慣病の原因となり人々の健康 を害する一因となっている。

また、合成着色料 なども人々の購買意欲 をそそるために使用 され、一部には毒性の疑いを指摘 さ

れているものもある。

伝統的な食生活 においては昔か ら食べ られてきた、安全性 について十分に信頼できる食物以外

のものを食べるとい うことは滅多に無いことであったが、今、我々が口にする食物の中には最近

開発 されて、果たしてそれが安全なのか どうかまだ十分には立証 されていない ものも多 く含 まれ

ている。それらには防腐剤や着色料、甘味料のような添加物、田畑や果樹園などで使用 される農

薬や魚の養殖や畜産で使用される抗生物質、遺伝子組み換 え食品などがある。非常 に数多 くの企

業がさまざまな化学物質等を開発 し、もちろん安全性に関するテス トを行 って実用化 してお り、

さらに厚生労働省や農林水産省 による審査 なども行われているが、すべての化学物質等 について

十分に安全性が確認 されているわけではなく、中には実際に使用され、多 くの人の口に入るよう

になってから数年 を経て危険性が指摘 され、使用が禁止されるようなものもある。以上に述べて

きたような、今の日本人の食生活が内包 している問題点の多 くは食物が営利 目的の商品 として生
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産 され流通 していること、消費者 と生産者の問の距離が離れていること、食物が消費者の全 く知

らない人や企業によって生産され流通 されているため情報の伝達が不十分であることなどにその

本質的な原因が求め られる。

3対 策の現状

食物の安全性の問題に対 しては、例えば厚生労働省や農林水産省 による規制や指導が行 われて

いたり、生活協同組合などが食物の安全性を確保するためのガイ ドラインを設ける、消費者が流

通業者を介 さずに信頼で きる生産者か ら直接食物を購入するなどの対策がとられている。 しか し

ながら、狂牛病問題や、有害な農薬や食品添加物の規制の経緯などを見 ると、行政による規制や

対応が常に適時かつ適切に行われることは難 しく、むしろ後手に回った り、不十分な対応 になっ

てしまう場合の方が多いようである。それは、今や我々が口にする食品は世界中で生産され、無

数の業者が生産にかかわってお り、使用される添加物や防腐剤や抗生物質や農薬の種類 も膨大な

数にのぼ り、 しか もその多 くが国外で作 られた り、使用 された りしてお り、また、国外で流行 し

た家畜の病原物質が膨大 な量の家畜の輸入飼料の中に含 まれて 日本へ入って きた りしているので

あるから、それ らのすべての安全性の確保を行政の規制によって行 うということは不可能である。

食料供給の安定性については1993年 の凶作の教訓によって、米の備蓄の重要1生が見直され、近

年は政府 による備蓄米が増やされているようであるが、基本的に食物 とは備蓄に不向 きなもので

あり、1993年 のような凶作な らば備蓄米によって対応することも可能か もしれないが、今、日本

の食糧 自給率は穀物ベースで30%を 下回るほど低下 しており、国際情勢の変化などにより外国 と

の貿易に障害が発生 した場合などにはとて も対応できるものではない。食料の安定供給の基本は

食料自給率を高めることや、主要作物が凶作の場合の代替作物 を栽培で きる状態 を確保 してお く

ことであり、現在のような状況では食料供給の安定性が十分確保 できているとは言いがたい。

生活共同組合や有機 ・無農薬栽培の野菜等を専門に販売する食品流通業者 などでは独自の基準

を設け、生産者 を限定 し、定期的に生産者とのミーテ ィングや生産現場への視察等 を行い、その

安全性の確保に努めている例が近年増加 している。人々の食品の安全性に対する関心の高 まりか

ら価格が高 くても安心で きる食べ物を欲する消費者が増えているためである。その形 は灘神戸生

活協同組合のフー ドプランのように生協が農産物について独 自の基準 を設けて生産者へ提示する

形のものもあれば、大地を守る会やポラン広場のように食の安全性を求める市民運動や共同購入

グループとつながりなが ら発展 してきた流通組織 もあ り、 また、ごく少人数で特定の信頼できる

農家等から直接農産物を購入するような小規模な共同購入グループなどもあ り、その規模、態様

はさまざまである。それ らの活動は食物の流通は他の商品 とは違い、消費者 自らその安全性 に関

心を払い、コス トを負担すべ きであるとの考 えに基づいてお り、現在の 日本の食の抱 える問題 に
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対 して一つのあ りうべき対応 を示 しているとは言 えるだろう。 しか しながら、消費者が負担する

コス トは高めの価格という金銭的コス トに止まらない。食物の安全性の確保に関 して最 も重要な

ポイン トは生産者 と消費者の問の信頼性の確保である。それはお金を払 えぱ得 られるというもの

ではな く、直接の交流や対話が不可欠であり、多 くの有機 ・無農薬野菜等流通グループが行 って

いるように直接消費者が生産者の生産現場を訪れた り、消費者と生産者が直接会話や交流 を持つ

ことが必要なのである。それなしには消費者は流通業者の言い分を鵜呑 みにすることにな り、む

しろ虚偽表示や詐欺まがいの不当な高値販売の悪徳商法を育てることにす らな りかねない。その

ため有機 ・無農薬野菜等流通グループの規模拡大にはおのずから限度があると言える。本当の意

味で生産者 との信頼関係を持つことがで きるだけの時間のゆとりのある消費者は少数であり、忙

しく暮 らしている多 くの人々は結局販売者の口上 を信用する しかないのであ り、それでは本当の

意味で食物の安全性 を確保で きたとは言えない。

4今 の日本人の暮 らしと食生活再論

以上、食物の安全性と供給の安定性、信頼性の問題 を中心に論 じてきたが、今の日本人の暮 ら

しのあ り方 と密接に結びついた食生活に関する問題点 として、過食や欠食、栄養バ ランスの偏 り、

不規則 な食事、それらに起因する健康障害の問題がある。具体的には、若い女性 にみ られる極端

な細身願望による栄養不足、働 き盛 りの男性 にみられる不規則な食事や過度の飲酒や脂肪分や塩

分の摂 り過ぎによる生活習慣病や肥満などが大きな問題 となっている。これらの問題 は食生活の

問題ではあるが、貧困国やかつての食料不足の時代の栄養欠乏の問題などとは違い、人々の精神

的ス トレスと深 く関係 し、暮 らしや社会の問題で もある。

平成ユ3年国民栄養調査 によると20代女性でやせ ている人(BMI値18,5未 満)の 割合 は約20%も

あ り、 これはもちろん食料が不足 しているためではな く、細身であ りたいとゆ う願望のために自

ら食事を制限 し、太 らないように、やせているように しようとしているためである。20代 女性で

やせている人の割合は昭和56年 には約12%に しか過 ぎず、他の年代や男性 と比べてもそれほ ど極

端に突出しているわけではなかったが、平成13年 では20代 男性は約8%で 、20代 女性のやせてい

る人の割合の高さは30代 女性の16%と ともに突出 している。おそらく、テレビや雑誌などの影響

でやせている方が綺麗である、綺麗でないといけないとい う脅迫観念を植 え付けられ、健康を損

なってまで食事を制限 していると考 えられる。また、男性の肥満者(BMI値25.0以 上)の 割合は

昭和56年 から平成13年 の間にすべての年代で増加 してお り、特 に平成13年 では30代 ～60代 で約3

割にも達 している。同じ期間に酒類の国内生産量は約650万 キロリットルから約940万 キロリット

ルへ と増加 しており、肥満の増加 と中高年男性のス トレスの増加、飲酒量の増加 との間の関連性

が推測 される。
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今の日本の社会は多 くの企業等がさまざまな物資やサービスを生産 し、人々はそれ らの企業等

で働 いて賃金所得を得て、そのお金で食物を含む生1舌に必要なさまざまな物資を購入する という、

お金を媒介 とする非常に高度で複雑化 した分業 と交換のシステムにより成 り立っている。自動車

や電化製品などが手に入るのはまさしくそのようなシステムのおかげであ り、高度な分業 と交換

のシステムな しには自動車や電化製品をは じめとするさまざまな工業製品を大量 に生産、消費す

ることはできない。 しかし、そのような高度な分業 と交換のシステムによって成 り立つ社会は人

間が人間としてより良い暮 らしや食生活に恵まれるためにあるわけではな く、む しろ、企業で働

く人々の多 くは仕事中心の生活のために不規則な食事や外食中心で栄養バランスの悪い食生活 を

余儀なくされた り、過労やス トレスで健康 を損ねるようなことが多 く見 られる。また、お金 を稼

ぐことが何 より重視される社会であるため、男性は仕事中心の生活をして、 さらに女性 も働いて

お金を稼 ぐことを望む場合が増えて、子供は保育所や学校や塾や学童保育などに任せ、老人は老

人ホームへ入れられ、家庭の存在意義は薄れ、各個人ひとりひとりが 自分 の生活を重視するよう

になってきている。そのような傾向が悪いことなのか良いことなのか簡単に判断することはでき

ないが、今、多 くの人が精神の病に犯 され、過労やス トレスにさいなまれ、 自殺が急増 している

とい う現状 と、何 らかの関連があるのではないだろうか。今の 日本の社会のあ り方は企業等が効

率良 く生産活動 を行 うには向いているが、人間が人間らしく幸せに暮 らしてゆ くことがで きるた

めに良い社会のあ り方なのかどうかは、はなはだ疑問である。

お わ り に

1990年 代から続 く日本経済の低迷は多 くの人々の生活にさまざまな形で悪影響をもた らしてい

る。企業のリス トラによって収入が減少 した人は多 く、リス トラされずに会社 に残った人も、か

つてと同量の仕事を少ない人数で しなければならなくなりス トレスで飲酒量や喫煙が増 えた り、

過労で身体 を壊 したりして健康を害 し、さらにもっと厳 しい境遇にある人は家賃やローンが払え

な くなりホーム レスとなったりしている。 自殺する人も1980年 頃は年間約2万 人前後であったの

が2000年 頃から3万 人 を超えるようにな り、殺人、強盗などの重要犯罪の発生件数 も1990年 頃ま

では年間約1万 件前後であったのが急増 し、2001年 からは2万 件 を超えるようになっている。に

もかかわらず、 日本のGDPは 約500兆 円、一人当た り国民総所得ではルクセンブルク、 リヒテン

シュタイン、スイス、ノルウェーに次いで 世界第5位(2001年)で あ り、依然として有数の経済

大国である。

本来、社会とはその中で暮 らす人々が暮 らしやすいように、より良い暮 らしがで きるようにあ

るべ きである。そ して、食生活は人間生活の根本であ り、人々がより良い食生活に恵 まれるよう

に社会や暮 らしもあるべきである。 しか しなが ら、これまで見てきたように今の日本の社会はそ
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のような理想 とはほど遠 く、む しろ逆に人々の暮らしや食生活が経済中心 に動 く社会のために犠

牲にされ.ている。食生活を守るために行政によってさまざまな規制がなされたり、管理栄養士や

栄養士 による栄養や食生活に関する指導などの努力が払われた り、生活協同組合や有機 ・無農薬

野菜等流通団体や協同購入グループによる取 り組みがなされた りしているが、ほとんどの人々は

食生活を改善するために十分な時間や努力 を払う余裕は無 く、関心 も低 く、マスコミが煽る健康

食品ブームなどによって表面的には健康や食生活に対する関心は高そうに見えもするが、上に述

べてきた ような日本人の食生活を取 り巻 く悪要因は改善 されるどころか、むしろより悪 くなって

ゆきつつある。このような状況を変えるためにはまず、社会や経済は人々の暮 らしや食生活をよ

り良 くするためにあるべ きであ り、決 してその逆であってはならない という認識が広 く持たれる

必要があるのではないだろうか。

近年、経済のボーダーレス化が進み、中国や韓国や東南 ・南アジア諸国 との貿易や、日本企業

のそれ らの国や地域への進出が盛んであるが、それらの国や地域の人々の所得は日本人の所得 よ

りはるかに少ない。例えば2000年 の一人あた り国民総所得は日本が約427万 円であるのに対 して

中国が約10万 円、韓国が約107万 円、インドが約5万 円、インドネシアが約7万 円 となっている

(1ド ルー120円 で換算)。 あまりにも少な くて日本に暮 らす我々の感覚では信 じ難いが、それは

それらの国々ではまだまだ昔の 日本のように食物 をは じめ とす る生活に必要 なさまざまな物資 を

お金で買 うのではなく、家の周 りの田畑や池や川や海辺で調達 して暮 らしている人々が多 くいて、

それらの人々は収入がほとん ど無 くても暮 らして行 くことができるのである。そのような人々を

貧 しい人々とみる見方があるが、必ず しもそうとは限 らない。医療がなくとも医療の整った都会

の人々よりも健康で長生 きする人の多い地域 もあれば、 自然環境に恵まれ穀類や野菜や魚が豊富

に収穫でき、飢 えなどとは遠い昔から無縁の地域 もある。 また、そういった地域が多 く残ってい

る国では都会で働いている人々も、日本のように不況になると住居 を失いホームレスとなった り、

自殺 してしまうのではな く、田舎へ戻って昔のように暮 らすことがで きる場合が多い。 日本人の

感覚では電気がきておらず、医者がおらず、テレビが無い地域など貧困な地域 と思われがちだが、

人々の実際の暮 らしや食生活は日本 よりもずっと楽 しく豊かであったり、音楽や古来か らの伝承

の物語や伝統的な織物など、非常に豊かな文化を持っていた りする場合 もある。

昔の 日本や中国、東南 ・南アジア諸国をそのまま真似 るようなことはできないし、すべ きで も

ないだろう。 しかし、今の 日本 に住 む我々が見失ってしまった大切なものを再び見つけ出すため

の参考 として、学ぶべ きことはあるのではないだろうか。今の日本のような、何 もか もが商品化

され、社会や経済のために人々の暮らしや食生活が犠牲になるような社会のあり方ではな く、 ま

ず人々の暮 らしや食生活を楽 しく豊かにすることが重要であ り、社会や経済はそれを実現で きる

ようなものでなくてはならないはずである。

一79一



参考資料

拙稿:「日本 社会の変遷 と食生活」生活科学論最第三十二号、神戸松蔭女子学院大学 ・短期大学

学術研究会2001年3月 、P1O7-115

拙稿:「 日本の近代化と食生活」生活科学論叢第三十四号 、神戸 松 蔭女子学院大学 ・短期大学学

術研究会2003年3月 、P39～47

藤沢良知 ・原 正俊:新 公衆栄養学(第 一出版)

財団法人矢野恒太記念会編著 ・発行 機界がわかるデーターブ ック2002/2003世 界国勢図会

財団怯人矢野恒太記念金緬著 ・発行 日本がわかるデ・一ター一ブ ック2003/2004日 本国勢図会

一80-一


